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１はじめに 

 現在、世界的にカーボンニュートラルを

推進する動きが活発化している。太陽光発

電、水力発電、風力発電等、地球温暖化防止

のためには再生可能エネルギー(以下、 再

エネ）利用の拡大が必要不可欠である。しか

し、陸上での再エネ利用の拡大は、日本の国

土の狭さにより設置場所の限界を迎える。

一方で、海上で行う洋上風力発電、特に水深

が浅い海域が狭く、水深が深い海域が広い

日本では浮体式洋上風力発電（以下、浮体

式）が発電量のポテンシャルがある。そこ

で、浮体式は他の競合する再エネ利用に優

越するか。特に、同じく導入の初期段階にあ

る地熱発電に優越するものであるか疑問を

持つことから、「再エネ拡大の切り札になる

か」とテーマを設定するに至った。 

研究の目的は２点ある。１点目は、浮体式洋

上風力発電は再エネ利用の中でも特に期待

されているが、その現状の発電実績・発電容

量のポテンシャル・普及の可能性を明らか

にすることである。2 点目は、浮体式洋上風

力発電の普及拡大は妥当か、他の有望な再

エネ利用(地熱発電)と「運転維持費」、「設備

利用率」、「建設コスト」、「稼働年数」、「国内

のサプライチェーンの現状」、「案件形成か

ら運転開始までの期間」の６つをもとに

kWh/年あたりのコストを算出し、経済的観

点から比較し検討する。それを踏まえて、浮

体式ないし他の再エネのどちらを推進すべ

きか。また、それら再エネの普及拡大のため

には何が必要かの提言を行う。 

 

 

 

2 国内の浮体式洋上風力発電の現状 

2.1 国内の風力発電の現状 



   

 

   

 

ここでは国内の「陸上風力発電(以下、陸

上)」「着床式洋上風力発電(以下、着床式)」

「浮体式洋上風力発電(浮体式)」の三つの

風力発電を、「2020 年時点での設備容量

（MW）」、「2020 年度発電実績（億 kWh/

年）」、「将来的に導入可能な設備容量（MW）」

という三点から表 1 で比較していく。それ

を踏まえ、浮体式洋上風力発電の設置と稼

働の現状とポテンシャルを明らかにしてい

く。 

あらかじめ、これら三つの発電方式の違

いや特徴を説明する。「陸上」は通常の陸上

での一般的な風力発電である。「着床式」は、

風車の支柱が海底まで到達し、下部構造お

よび基礎により風車を固定する構造である。

そのため比較的水深が浅い沿岸に適してい

る。「浮体式」は、風車自体が海洋に浮いて

おり、係留により位置を保持している。その

ため、水深が深い沖合に適している。表 1を

見ると「2020 年時点での設備容量（ＭＷ）」

は陸上が 4,380.4MW、着床式が 46.6MW、

浮体式が 12.0MW である。「2020 年度発電

実績（億 kWh/年）」は陸上が 88.4 億 kWh/

年、着床式が 1.3 億 kWh/年、浮体式が 0.3

億 kWh/年である。「将来的に導入可能な設

備容量（MW）」は陸上が 118,000MW、着

床式が 128,000MW、浮体式が 424,000MW

である。表 1 から分かる事として、陸上に

比べて洋上風力(着床式と浮体式)は「2020

年時点での設備容量（MW）」、「2020 年度発

電実績（億 kWh/年）」の両方とも低い。そ

れでも、浮体式の将来的な設備容量は 3 つ

の発電方式の中で最大クラスであることが

分かった。この大きな設備容量が、浮体式を

推進する大きなメリットの一つである。 

 

表 1 国内の風力発電の比較 

 

参考：JWPA「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたエネルギー基本計画策定に対

する意見」、「2021 年末日本の風力発電導入量」 

*1:JWPA2020 年度風力発電の発電実績億 kWh/年)を基に作者が算出 

* 2:2021 年 7 月に福島県沖の 2MW と 5MW の浮体式洋上風車が撤去されたため、2022 年 12 月時点での設備容量は 5MW である 

 

2.2 海外の洋上風力発電との比較 

前節では日本の洋上風力発電は拡大のポ

テンシャルを持っているが 2020 年時点で

の導入量は少ないという実態を述べた。こ

こでは、洋上風力発電の導入が進んでいる

国々と比較して、世界ではどれ程導入が進

んでいるのかを見ていく。世界上位 5 か国

の「累積導入量（MW）」と「全体の電力総

発電方式 2020 年時点での設

備容量(MW) 

2020 年度発電実績

(億 kWh/年)*1 

将来的に導入可能

な設備容量(MW) 

陸上風力 4,380.4 88.4 118,000 

洋上風力(着床式) 46.6 1.3 128,000 

洋上風力(浮体式) 12.0＊2 0.3 424,000 



   

 

   

 

体にしめる割合（％）」の二点を見ていく。

累積導入量の上位 5 か国はイギリス

(10,200)、中国(9,990)、ドイツ(7,730)、オ

ランダ(2,610)、ベルギー(2,260)である。中

国、ドイツ、ベルギーは日本より遅れて洋上

風力が導入されたのにも関わらず、累積導

入量で日本を上回っている。このような現

状に至った理由ついては次節にて論じる。

前節の表 1 から読み取れるように、日本は

洋上風力の導入容量のポテンシャルはある

ものの、表 2 の主要な他国と比較すると洋

上風力の導入量が圧倒的に少ないことが分

かる。 

表２ 2020 年時点での洋上風力発電の累積導入量と主要な他国との比較 

参考：JWPA「GWEC がGlobal Offshore Wind Report 2021 を発表」 

 

2.3 国内で洋上風力が普及に至っていない

理由 

(1)国内で洋上風力が普及に至っていない

理由 

ではなぜ、国内で洋上風力は導入ポテン

シャルがあるにも関わらず普及に至ってい

ないのか。その理由について考える。一つ目

は、国内に風車メーカーが不在である。市場

の成長が遅れたこともあり国内メーカーは

順次撤退し、2019 年の春に日立製作所が製

造を終了したことにより、国内の風車メー

カーは完全に無くなってしまった。風車に

は約 1 万５千ものパーツが必要であるが、

国内に風車メーカーが不在であるため、そ

の部品全てを輸入に頼らなければならない。

二つ目は、政府による洋上風力発電推進の

ための法整備が不十分である。日本では、

「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備

に係る海域の利用の促進に関する法律」（以

下、「再エネ海域利用法」）が公布され、洋上

風力にとっては追い風となっている。公布

前は、一般海域の長期での占用についての

統一的なルールが存在せず、都道府県の条

例による「占用許可」は許可期間が３～10

年と短いため、発電事業の中長期的な見通

しを建てられず、資金調達の足枷にもなっ

ていた。しかし、「再エネ海域利用法」によ

り 30 年間の長期占用が可能となり、事業の

安定性が上がった。三つ目は、漁業関係者と

の調整である。海域の先行利用を誰がどの

ように行っているのかを把握することが難

しく、先ほどの二つ目の理由でも述べたよ

うに、漁業関係者などの先行利用者と発電

事業者が意見を調整するための方法も定ま

っていない。そのため、地元関係者との調整

に要する時間やコストが予測できないとい

う問題がある。四つ目は、建設費の高さであ

る。表 3 を見ると、洋上風力発電の建設費

用は、着床式で 1kW あたり 50 万円、浮体

式で 1kW あたり 100 万円と、陸上の 1kW

あたり 30 万円より高額である。エネルギー

コストの高い再エネの中でも、これは高い

値となっている。これらの理由から、国内で

洋上風力発電が普及に至っていないと考え

国名 イギリス 中国 ドイツ オランダ ベルギー 日本 

最初の導入年(年) 2000 2010 2010 1994 2009 2004 

累積導入量（ＭＷ） 10,200 9,990 7,730 2,610 2,260 60 

割合（％） 28.9 28.3 21.9 7.4 6.4  0.2 



 

 

られる。 

 

⑵海外で洋上風力が普及している理由 

 前節では、なぜ国内で洋上風力発電が普

及していないのかを述べていったが、ここ

では反対になぜ海外(主に欧州)で洋上風力

発電が普及しているのか、その理由を述べ

ていく。一つ目は、環境面である。風況がよ

く、年間平均風速が強いという特徴がある。

また、浅く広い大陸棚を有しているため、風

車を設置しやすい。例を挙げると、イギリス

では王室が大陸棚を所有しているため、国

が主導して事業を推進しやすいという特徴

がある。またオランダでは、国が環境アセス

メントや風況調査を行い、発電事業者をサ

ポートしている。中国では、2014 年～2019

年に中国政府が打ち出した高額な FIT によ

り建設が多く行われた。さらにドイツでは、

造船業や漁業が衰退した地域が政府からの

資金援助をもとに、建設が行われた背景が

ある。日本でも将来的に導入可能な設備容

量が大きいことを考えると、政府の法整備

などによる推進力が最重要な要素であるこ

とが分かる。 

 

(3)浮体式が普及に至っていない理由 

ここまで国内と欧州を比較してなぜ洋上

風力の普及に差が生まれているのかを述べ

てきたが、ここでは洋上風の中でも浮体式

が普及に至っていない理由を述べていく。

浮体式は、他の風力発電と比べて建設費や

売電価格が高い。下記の表３から、浮体式の

建設費は陸上の3倍で着床式の2倍である。

浮体式の売電価格は 36 円/kWh に対し、陸

上は 17円/kWh、着床式は 32 円/kWh であ

り、浮体式の売電価格は高いということが

わかる。また、EEZ（排他的経済水域）に適

用可能な法整備が不十分であることも理由

の一つである。

 

表 3 風力発電の種類別の建設費と売電価格 

風力発電の種類 
建設費 

(万円/kW) 

売電価格 

(円/kWh) 

陸上 30 17 

着床式 50 32 

浮体式 100 36 

参考：資源エネルギー庁HP 

総合資源エネルギー調査会「各電源の諸元一覧（案）」 

 

2.4 今後の浮体式の建設計画 

では、日本の今後の浮体式の建設予定は

どれほどであるだろうか。表 4 をご覧いた

だきたい。現状、日本国内では 1 件しか建

設予定がないが、フランスは 4 件、ノルウ

ェーとイギリスが 1 件ずつ予定している。

また規模の面から見ても、海外と比較して

日本の規模は小さい。欧州では、日本より大

規模な風車の建設予定が複数存在する。日

本における浮体式の普及は、他国に比べて

出遅れている。



   

 

   

 

 

表 4 今後の浮体式の建設計画 

国 発電容量

（MW） 

運転開始予定

（年） 

日本 16.8 2024 

フランス 30.0 2023 

フランス 30.0 2023 

フランス 28.5 2022 

フランス 25.0 2023 

ノルウェー 88.0 2022 

イギリス 50.0 2021 

表 4出典：WindEurope, “Offshore Wind in Europe Key trends and statistics 2020”

 

3 国内の他の再エネ発電の現状 

3.1 現状(最近の再エネの現状) 

2020 年の国内の発電実績の内、再エネは

20%である。その再エネ発電での割合では、

太陽光 40%、水力 40%、バイオマス 14%、

陸上風力 4.9%、洋上風力 0.1%、地熱発電

1.0%である。上記から再エネ発電の中では、

洋上風力と地熱発電の発電量が極端に少な

いこと分かる。 

 

3.2 競合する再エネ発電方式の検討 

表 5 は浮体式、着床式、陸上風力に加え

て、中小水力、太陽光、地熱の 6 つを「2020

年時点での設備容量(MW)」、「導入ポテン

シャル(MW)」、「建設費(万円/kW)」の 3 点

で比較したものである。表 5 をみると、再

エネの中では洋上風力が 177,850MW、陸上

風力が 118,290MW、地熱が 9,000MW と導

入ポテンシャルが高いことがわかる。また

2020 年時点で見ると、浮体式、着床式と、

地熱発電は他の再エネと比べて設備容量が

12MW、47MW、590MW と小さい。そのた

め、その 3 つの発電方法は、これからの成

長幅が大きい。懸念点とされるのは、建設費

である。浮体式、地熱発電の建設費は、普及

が進み建設費が 30 万と低い陸上風力、太陽

光発電と比べて建設費が高い。しかし、同程

度の建設費である中小水力の 2020 年時点

の設備容量が再エネの中で第二位の

9,700MW の大きさであることから浮体式、

地熱発電ともに普及の実現可能性は高い。

 

表 5 発電方式別の比較

発電方式 2020 年時点の設備容 導入ポテンシャル＊ 建設費(万円/kW) 



   

 

   

 

参考：環境省「我が国の再生可能エネルギー導入のポテンシャル」 

総合資源エネルギー調査会「各電源の諸元一覧（案）」 

＊環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」の低位シナリオを参照 

 

(2)国内の地熱発電の現状 

国内の地熱発電の設備容量は 2016 年時

点で 520MW であり世界 10 位に位置して

いる。また、国内の地熱資源は 23,470MW

相当であり、世界 3 位の地熱資源を有して

いる。2022 年時点で 5 ヶ所(計 96MW)の発

電所の建設計画が進行中である。よって、

23,470MW もある地熱資源の約 2%しか活

用できていないのである。ここから、日本は

豊富な地熱資源があるが、地熱発電に活か

しきれていないことがわかる。 

 

 

3.3 先行している海外の事例(アイスラン

ド) 

 アイスランドは地熱資源量が世界の 7 位

の 5,800MW で、地熱発電設備容量は世界 9

位の 750MW である。そのため、国民の消

費する総電力の約 3 割を地熱発電で賄うこ

とができている。また、地熱発電での排水を

用いた大規模な温泉事業を行い、発電所を

観光地化する付加価値を生み出している。

アイスランドは政府の積極的な地熱発電事

業の推進があり、地熱資源を有効に活用で

きている。これは大きな地熱資源を持つ日

本の参考になるモデルである。 

4 二つの発電方式の比較 

4.1経済的観点からの比較 

(1)地熱と浮体式の比較 

浮体式と地熱発電を経済的観点から比較

する。表６では浮体式と地熱発電の「運転維

持費」、「設備利用率」、「建設コスト」、「稼働

年数」、「国内のサプライチェーンの現状」、

「案件形成から運転開始までの期間」、の６

つを経済的観点から比較した。 

 

注目すべきは「設備利用率」で、地熱発電

が 83％、浮体式が 36％であり、地熱発電

のほうが約 2.3 倍効率よく発電ができると

いう点である。「建設コスト」も地熱発電

量(MW) (MW) 

浮体式 12 
177,850 

100 

着床式 47 50 

陸上風力 4,380 118,290 30 

中小水力 9,790 3,210 80 

太陽光(公共系等) 71,000 170 30 

地熱 590 9,000 79 



 

 

が 79 万円/kW,浮体式が 100 万円/kW と発

電コストが低い。「稼働年数」についても

地熱発電が 30~50 年、浮体式が 20~25 年

と地熱発電のほうが長期間運用できるた

め、優れた発電方式だと読み取ることが出

来る。また、地熱発電は発電機のタービン

に関する技術を有するという点も優れてい

ると言える。一方、「運転維持費」と「案

件形成～運転開始までの期間」については

若干浮体式のほうが優れている。表 6から

６つの観点で浮体式と地熱発電について比

較したが、年間発電量当たりの総コストを

算出することで、浮体式と地熱について経

済的に比較する。

 

表６ 地熱と浮体式の比較 

 浮体式 地熱 

運転維持費(円 kW/年) 30,500 円* 33,000 円 

設備利用率(％) 36％ 83％ 

建設コスト(円／ＫＷ) 100 万円/kw 79 万円/kw 

稼働年数 20～25 年程度 30～50 年 

国内のサプライチェーンの現状 海外製の部品に頼る 日本は地熱タービンの世

界トップシェアを誇る 

案件形成～運転開始までの期間 8～10年 10～15 年 

参考：総合エネルギー調査会「各電源の諸元一覧（案）」 

＊総合エネルギー調査会「各電源の諸元一覧（案）」から洋上風力の運転維持費を引用

 

(2)kWh/年あたりのコストの比較 

前提として、55MW 級の発電施設を建設

することを考える。建設費、運転維持費、設

備利用率、稼働年数からそれぞれの発電方

式の減価償却費と年間の発電量を算出し、

kWh/年あたりのコストを比較した。 

浮体式 

(条件) 建設費:100 万円/kW 

運転維持費:3 万円/kW/年* 

設備利用率:36% 

稼働年数:25 年 

＊自然エネルギー財団(2017)「浮体式

の洋上風力発電で日本初の商用運転

-長崎県・五島市で漁業との共生を目

指す-」を参照 

建設費 

100 万(円)×5.5 万(kW)＝55,000 百万(円) 

減価償却費 

55,000 百万(円)÷25(年) 

＝2,200 百万(円/年) 

年間の運転維持費 

3 万(円)×5.5=(kW)1,650 百万(円/年) 

年間の発電量 

5.5 万(kWh)×24(時)×365(日)×0.36 

＝173 百万(kWh/年) 

kWh/年あたりのコスト 

[1,650 百万＋2,200 百万(円)]÷173 百万

(kWh/年)＝22.25 円(円/kWh/年) 

 

 



 

 

地熱 

(条件) 建設費:79 万円/kW 

運転維持費:3.3 万円/kW/年、 

設備利用率:83% 

稼働年数:40年 

建設費 

79 万(円)×5.5 万(kW)＝43,450 百万(円) 

減価償却費 

43,450 百万(円）÷40(年) 

＝1,086 百万(円/

年) 

年間の運転維持費 

3.3 万(円)×5.5 万(kW) 

=1,815 百万(円/年) 

年間の発電量 

5.5 万 (kWh) × 24( 時 ) × 365( 日 ) ×

0.83=400 百万(kWh/年) 

kWh/年あたりのコスト 

[1,815 百万＋1,086 百万(円)]÷400 百万

(kWh/年)=7.25(円/kWh/年) 

 

kWh/年あたりのコストを比較したとこ

ろ、浮体式が 22.25 円（kWh/年）、地熱が

7.25 円（kWh/年）であり、地熱のほうが約

三分の一のコストで発電することができる

という結果になった。上記の比較では同等

の発電量という条件があったため地熱のほ

うが優れている。しかし実際に導入可能と

推定されている発電量は大きな差がある。

表 7 では日本における地熱と浮体式の推定

導入可能量を比較している。浮体式は２ケ

ースに分けて比較する。ケース 1 の数値は

表 5 より、洋上風力の導入ポテンシャル

(177,850MW)を 2020 年時点の浮体式と着

床式の設備容量を基に配分し導出した。ケ

ース 2 の数値は表 1より、「将来的に導入可

能な設備容量」を参考にした。表 7 を見る

と、推定導入可能量については地熱の

9,000MW に比べ浮体式がケース 1で約 4.0

倍、ケース 2で約 47 倍である。推定発電可

能量については地熱の 654 億 kWh/年に比

べ浮体式がケース 1 で 1,112 億 kWh/年と

約 1.7 倍、ケース 2 で 13,371 億 kWh/年と

約 20 倍であった。どちらのケースで比較し

ても地熱よりも浮体式のほうが導入可能量

と発電可能量は多い。ケース 1 は漁業との

兼ね合いや海域利用に関する制約を加味し

たうえでの数値であるため、現実的な数値

である。一方ケース 2 は浮体式を設置可能

な海域すべてに設置したという前提のため、

現実的とは言えない。地熱発電は発電設備

の技術が確立しているが浮体式は未だ開発

段階である。発電設備の技術が向上し、設備

利用率や稼働年数が改善されれば、kWh/年

あたりのコストは低下する可能性がある。

国内で再生可能エネルギーの発電割合を増

加させるためには、浮体式の拡大が不可欠

である。 

 

表７ 地熱と浮体式の推定導入可能量と発電可能量 

 地熱 浮体式(ケース 1) 浮体式(ケース 2) 

推定導入可能量(MW) 9,000 35,570 424,000 

推定発電可能量(億 kWh/年) 654 1,122 13,371 

参考：環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」 

ケース 1：表 5 の洋上風力の導入ポテンシャル(177,850MW)を 2020 年時点の浮体式と着



 

 

床式の設備容量を基に配分 

ケース 2：JWPA「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたエネルギー基本計画策定

に対する意見」を基に作成 

 

4.2 浮体式洋上風力を「切り札」にするため

の検討課題 

前節で再生可能エネルギーを拡大するた

めには浮体式洋上風力の拡大が不可欠とし

たが、浮体式を拡大するためには 4 つの検

討課題がある。一つ目は「建設コストの低減

化」、二つ目は「設備利用率の向上」、三つ目

は「EEZでの発電事業に関する法律の制定」、

四つ目は「利害関係者との調整」である。 

まず、一つ目の課題「建設コストの低減

化」である。表 3 からもわかるように浮体

式の建設費は kW あたり 100 万円と陸上風

力（30 万円/kW）、着床式（50 万円/kW）

と比較しても高額である。高額化の理由は

浮体基礎の製造にコストがかかることであ

る。将来的に沖合での発電事業が始まれば、

送電ケーブルの設置距離が延び、コストに

上乗せされる。また、ほとんどの部品が海外

で製造されるため、その輸送費もかかる。コ

ストを低減するためには国内にサプライチ

ェーンを構築することで対応する。さらに、

大規模事業を数多く行い、「規模の経済性」

を発揮することで 1 基あたりの建設コスト

を低減できると考える。 

次に、二つ目「設備利用率の向上」である。

浮体式は設備利用率が 36%と陸上風力

（25%）よりは高いが、地熱発電の 83%と

比較すると低い。設備利用率を上げるため

には風車の大型化で対応する。また、その大

型化した風車を支える浮体基礎の技術改良

が必要である。 

三つ目は「EEZ での発電事業に関する法

律の制定」である。「再エネ海域利用法」で

はEEZでの長期の占用が認められておらず、

現行法の改正か、新たな法律の制定が必要

である。政府は 2022 年 10 月から EEZ で

の発電に向けた国際法上の諸課題に対する

検討会を開催し、EEZ での発電事業に向け

て取り組んでいる。 

最後に四つ目「利害関係者との調整」であ

る。風力発電の利害関係者となるのは主に

漁業関係者である。漁業関係者は浮体式に

限らず洋上風力発電事業が漁業に悪影響を

及ぼすのではと不安を感じている。また、地

元住民も騒音などによる健康被害を懸念し

ている。長周新聞によると 2022 年に佐賀県

唐津市沖の洋上風力発電事業の計画に対し

て、漁業関係者が反対の署名を提出した。日

本の沿岸は漁業関係者が先行利用をしてい

るため、新たな発電事業を計画する際には

漁業権との調整が必要である。漁業権は知

事が認可するため、行政の積極的介入が必

要。また、浮体式は集魚効果があるが、が、

係留器具によって、浮体基礎の近くでは網

漁を行えないため、 

 

5. おわりに 

本稿では再エネ拡大に期待されている浮

体式の普及の度合いを明らかにし、他の競

合する再エネ利用に優越するか検討した。2

章で指摘したように、浮体式は他の再エネ

と比較して累積導入量が圧倒的に少なく、

2022 年時点での建設予定も一件しかない

と普及の望みは薄い。また、4 章で検討した



 

 

ように、浮体式と同じく導入ポテンシャル

に対して 2020 年時点の設備容量が少なく、

建設コストが高い地熱発電と比較しても、

1kWh/年あたりのコストが高い。しかし、

浮体式は技術革新によって価格が低下する

可能性があり、地熱発電と違って場所によ

る制約も受けにくい。さらに導入ポテンシ

ャルも大きいため、現段階においては浮体

式と地熱発電の両方とも普及拡大を進める

べきである。今後、両者の普及拡大が進み、

発電量や維持費など実際のデータが多く集

まったうえで、改めてこの 2 つの発電方式

を吟味し、どちらに比重を置くか検討する。
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